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1. はじめに 

1.1. 本書の目的 

本書は、企業の収益に貢献するために、IoT で集めたデータを活用するにはどうしたらいいか、継続的

に IoT データを取得しているからこそわかることはなにか、IoT データと会計データとの結合、採算管理、

原価改善、原価企画との関係など、原価の専門家である日本原価計算研究学会のメンバーを交えて、理

論を学び、議論し、学術的な側面と企業からの実態から IoT 時代の新たなコストマネジメントについて検討

してきた内容をまとめたものである。 

2018 年度の日本原価計算研究学会・IVI 共催・産学連携コストフォーラム（第２回 IoT とコストマネジメ

ント・シンポジウム）での発表内容である、武州工業、小島プレス工業・丸和電子化学での実証実験（協

力：KOSKA）も報告書としてまとめている。 

1.2. 対象読者 

企業の収益に貢献するために、IoT で集めたデータをどのように活用したらいいか。 

本書の対象読者は、このようなことを検討している実務担当者、さらには経営層、管理者層なども対象

とする。原価に関係する経理部門、管理部門なども対象となる。 

IoT データの利活用に興味を持つ全ての人にとって本書の内容が参考となれば幸いである。 
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2. IoT と原価 

原価とは 

ＩｏＴと管理会計先進研究分科会の研究目的は、IoT のデータが原価計算・コストマネジメントにたい

して持つ意味を明らかにし、IoT は原価計算のどういう部分で貢献するのかを研究することである。

IoT を活用すればそれだけで原価計算の精度が向上したり、コストマネジメントが進展したりするとい

うわけではない。 

理論的枠組みでは、経営者への情報提供として、現場で起こっていることを理解したい、現場で起

こっていることがどのように財務的成果につながるのかを知りたい、ということを解決し、作業者・現場

監督への情報提供として、効率性の見える化、カイゼンの効果測定としてどうすればより効率的に作

業できるかのヒントを得えたい、ということを解決することである。 

検討すべきテーマとして、IoT は原価計算のどの部分に貢献しうるか、直接材料の消費量の把握、

直接作業時間の把握、製造間接費配賦の精緻化、を考える。コストを構成する要素のすべてについ

てリアルタイムにその変動を反映させる必要はない。経営者が注目したい部分、経営者が従業員に

注目してもらいたい部分について、しかも日々の作業のなかで変化しうる部分、改善可能な部分につ

いてのみリアルタイムに実績を反映させ、その他の部分は、中長期的に固定してもよい。 

安価に IoT データが利用可能になるとき、原価計算の理論はどのように変わるべきか。たとえば、

従来、一連の作業のスタート時刻と終了時刻のみが把握されていなかった状況から、1 個単位ごとに

作業時間が時系列で連続的に把握できるようになるとき、原価計算の理論もそれにあわせて変化す

べきである。 

製品１個あたりの原価は売価と比較することにより、製品ごとの採算を判断するのに有用である。

しかし、固定製造間接費を製品単位に予定配賦または標準配賦しているとき、稼働率が落ちてくると

製品１単位あたりの原価が売価より低くても、回収漏れが発生することに気をつけなければならばな

らない。IoT データの活用により、改善が進んでも、遊休時間が増えるだけで、固定費の回収もれが

生じては、何の意味もない。IoT データの活用を目指すならば、同時に、固定費の回収が保証されて

いることを別の仕組みで確認すべきである。たとえば、設備総合効率を常にウォッチすることもひとつ

の方策である。 
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   （参考）原価の説明・原価の定義 

□「企業は、生産・販売活動上さまざまな経済的資源（たとえば、原材料、労働力、電力、機械・設

備など）を消費するが、このような経済的資源の消費額を“原価”という 。」（ 岡本清『原価計算』

第六訂版，2000，2 ページ。） 

□「原価計算制度において、原価とは、経営における一定の給付にかかわらせて、把握された財

貨又は用役（以下これを「財貨」という。）の消費を、貨幣価値的に表わしたものである。」（『原価

計算基準』三 原価の本質）  
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リアルタイム性が要求される部分とそうでない部分がある。•リアルタイムの製品軸の原価情報把

握を考えたときに、変化のすべてをリアルタイムで反映させる必要はない。リアルタイム性がとくに要

求されるのは直接材料や直接作業時間である。調達の価格の変動の即時的な反映、消費能率の漸

進的な向上などは、可及的速やかに製品原価情報のなかに取り込む必要がある。直接作業時間の

把握は、リアルタイムに把握する意味はあるが、消費賃率や製造間接費配賦率についてはそれほど

のリアルタイム性は求めるべきではない。 

 

基礎となる原価計算構造：オブジェクト指向原価（・収益）計算、スナップショット・コスティング 

オブジェクト指向原価（・収益計算）は、オペレーションを中心に組み立てられ、フラットな要約数字だ

けでなく、さまざまな変数を内包するコスティングの仕組みである。伝統的な原価計算の数字は、不可

逆的。計算された数値からそのもととなった事実にたどりつくことは容易ではない。オブジェクト指向原
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価（・収益計算）は、フラットな要約数字だけでなく、そのもととなったデータをオペレーション単位で自由

に参照することができる構造をもっている。 

オブジェクト指向原価（・収益計算）は、オペレーションを中心に、そのオペレーションの成果、オペレ

ーションに必要な資源消費、オペレーションの実施条件などを、細かい解像度で保持しており、情報利

用時に指定される計算条件に従ってオンデマンドで計算結果を返す仕組みである。 

スナップショット・コスティングはオブジェクト指向原価（・収益計算）の一形態でリアルタイムに製品ご

とに単位原価計算を実現する仕組みである。カレントな情報を求める経営者にとって、リアルタイムの原

価把握は理想の原価計算システムのひとつであり、時々刻々の変化する調達市場の状況、向上しつつ

ある消費能率などを反映させた原価情報把握のシステムである。 

注）オブジェクト指向原価（・収益計算）およびスナップショット・コスティングは、本研究会メンバーであ

る尾畑裕氏（IVI 学術会員、日本原価計算研究学会常任理事）が提唱するものである。 
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2.1. 実証実験 

自動車部品を製造している武州工業、小島プレス工業グループ・丸和電子化学の 2 か所でＩｏＴを利用し

た実証実験を行った。両社とも、すでになんらかの形で現場からデータを集めており、ＩｏＴで集めたデータ

をコスト・原価と結び付けて考えたい、という思いがあり、今回の研究会で実証実験を行うこととなった。 

今回の実証実験では、作業者がいる現場で人が作業をしている情報をＩｏＴで集めて原価・コストを評価

した。 

実証実験は、日本原価計算研究学会賛助会員でありＩＶＩの実装会員でもある株式会社 KOSKA の協力

で実施した。 

2.1.1. 武州工業 
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 武州工業では、スマートフォンを活用した「見え太君」というＩｏＴツールを自社開発して機械の稼働情報

を集めており、今回の実証実験では「見え太君」のデータを活用した。 
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総括 

・取得済み IoT データの有効活用 

IoT による取得データと原価データを紐づけると、実態に即した原価の把握が可能。 

・未取得工程のデータ取得 

検査工程など機械を介さない工程は KOSKA 社によるセンサーによって取得することで、原価計算・

分析が可能。 

 

2.1.2. 小島プレス工業グループ・丸和電子化学   

           ・所在地 愛知県豊田市 

・資本金 ４億５千万円 
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・創立年月日 昭和１３年５月２０日 

・従業員数 １ ６３２人 

・売上 １ ５１１億円 

・主要得意先 トヨタ自動車（株）、トヨタ車体（株）、ダイハツ工業（株）等 
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総括 

・取得済み IoT データの有効活用 

IoT による取得データと原価データを紐づけると、実態に即した原価の把握が可能。 

・時系列データの利用 

原価の傾向や上昇・下降の発生タイミングを特定することが可能。また、発生タイミング前後の原価

比較が可能となり要因分析に利用可能。 

2.2. 今後の活動 

2019 年度は、日本原価計算研究学会と MoU を締結して、IVI との共同研究を継続し、ＩｏＴとコストマネ

ジメント、ＩｏＴ時代の原価・コストの考え方を追求していく。 

産学連携の活動の成果として、企業の経理や原価の専門家でない実務者向けに IoT 時代のコストマネ

ジメントの研修コースを実施することも計画している。 
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